
◆衆議院解散！冒頭解散は戦後4度目
政府の説明責任を果たさない解散権の乱用！
9月28日、衆議院が解散されました。冒頭解散は戦後4度目。

国民の知る権利、政府の説明責任を果たさない解散権の乱用に抗
議して本会議は欠席。本会議前の代議士会では前原代表から挨拶。
「安倍政治を終わらせる！」

解散後直ちに両院議員総会が開催
9月28日午後1時30分からの両院議員総会では、以下の三項目

について質疑。
１、今回の総選挙における民進党の公認内定は取り消す。
２、民進党の立候補予定者は「希望の党」に公認を

申請することとし、「希望の党」との交渉及び当
分の間の党務については代表に一任する。

３、民進党は今回の総選挙に候補者を擁立せず、
「希望の党」を全力で支援する。

結果、全会一致で承認。代表からの頑張ろう三唱で閉会。

◆憲法に掲げるべき三つのポイント
民進党は「いま憲法に敢えて加えるならば」と、以下の3点を8月5日、パレスホテル大宮

にて発表しました。
①国民の知る権利 ②首相の解散権の制約 ③国と地方のあり方

の3点です。その意図は、 ①は、世界における報道の自由度ランキング72位(安倍政権で5
0位もランクを下げる）に加え、今回の解散が森友・加計隠しと言われるため。
②は、今回の解散は個利個略、党利党略の「大義なき解散」であり、首相が好き勝手に解

散できぬように制約が必要だからです。2011年任期固定法を成立させたキャメロン前英国
首相とも今年7月にたけまさ前議員は意見交換を行ってきました。
③は1000兆円の国の借金、一方、地方は基金が積み上がっていると言われ、国と地方を

あわせた財政再建も、地方分権で道州制を含めた見直しがそのきっかけになります。

◆大義なき解散!今のうち解散パート2!?
6月22日に憲法第53条により衆議院議員定数4分の1以上の要求で国会開会要求を行いま

した。その一人はたけまさ議員です。森友学園、加計学園、南スーダン日報改ざん、新共謀
罪強行採決等が真相究明道半ばにもかかわらず、会期延長せず国会が閉じられたからです。
しかし、この間、国会は開かれないまま。開かれたと思ったら解散とのこと。戦後、冒頭解
散は3回のみ。極めて異例です。
民進党は前原代表のもと、消費税収の一部を教育無償化に充てる提言をまとめました。あ

わせて、ムダを廃する、財政規律を守ることもセットです。政府・与党は2020年プライマ
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リーバランス（収支均衡の国際公約）を破棄する方向と言われています。「次世代にツケ
や借金をこれ以上増やさない」。これも民進党が掲げる旗です。

◆北朝鮮 核・ミサイルへの対応
8月29日、9月3日、9月15日と、2回の大陸間弾道ミサイル、1回の水爆と見られる核

実験には、2回のＪアラートの発動が行われました。
1年前の北朝鮮5度目の核実験の際、衆議院外務委員会野党筆頭理事として「北朝鮮非

難決議」の取りまとめ、発議、全会一致の成立を行ったたけまさ前議員は、北朝鮮の度
重なる暴挙を断じて許せません。
しかし、政府の説明は不十分。高度500キロメートル・800キロメートル（成層圏＝宇

宙は公的空間とされている）を飛ぶ大陸間弾道ミサイルを「日本に向けて」「日本の上
空を」「破壊措置命令は出さなかった」と述べたことは正確性を欠いたと言えます。
また、Jアラートの対象地域がなぜ北海道から長野までなのか？そして、携帯電話など

の発信が不十分な地域はどこにあったのか等の検証が必要です。
加えて、対中国、対韓国への外交努力にはまだ工夫が必要です。特に日本政府の対応

に限界がある中、国会、とりわけ野党の議員外交が有効です。
こうしたことが、本来、論議を深めるべき臨時国会が当分開かれませんので、解散さ

れれば多くの国民の皆様とともに議論のテーブルにあげたいと思います
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